
カ  令和４年度予算の概要  

    令和４年度流山市下水道事業会計予算は、業務の予定量を排水

区域内人口１９２，０００人、年間有収水量１８，３４９，０００

立方メートルとして予算編成を行った。  

収益的収支については収入を３，７１９，５７３千円、支出を  

３，６４４，９１５千円で計上し、資本的収支については、収入

を１，６９４，０３０千円、支出を２，８１１，７６３千円で計

上した。  

収益的支出の主なものは減価償却費１，６２６，１１８千円、

流域下水道維持管理費１，３３５，４６４千円などである。  

また、資本的支出の主なものは、管路改良費１，０９２，７８４

千円、つくばエクスプレス沿線整備事業費４５６，５００千円、

企業債償還金１，０３９，０６５千円などである。  

令和４年度予算の編成に当たっては、市の予算編成方針等の内

容を踏まえつつ、「流山市総合計画後期基本計画」、「流山市流域関

連公共下水道基本計画」、「流山市汚水適正処理構想」及び「流山

市下水道事業経営戦略」に基づき、過去３年間の状況等を勘案し

た予算とした。また、つくばエクスプレス沿線整備事業の進捗に

意を払った施設等の整備・更新に取り組むほか、災害や水道事故、

漏水、溢水等への備えも視野に入れ、「快適な生活環境のための下

水道整備の推進」を目指し、以下の方針に従い、事業経営の安定

堅持に意を払った予算とした。  

（ア）本市を取り巻く社会経済情勢や、一般会計等における行財政

の動向を踏まえるとともに、令和２年度の決算審査、議会各会

派や監査委員からの意見・要望等について十分に検討し、必要

に応じて予算に反映させる。  

（イ）人口の伸びや事務処理件数の増大などに伴い、必然的に増加

するものにあっては、単価の節約や手段の変更など、経費の削

減に向けた予算とする。  

（ウ）各事業最新の計画・経営戦略の方向性に則り、その必要性や

優先度、効率性などを十分に検討の上、予算要求するものとし、

予算見積額の計上に当たっては、仕様書により市外１社を含む

３社以上の見積りを徴し、局作成の金抜き設計書による見積り



の提出は行わない。入札対象案件（設計委託・コンサル等）に

ついては、必ず入札参加有資格業者名簿の登録業者から見積り

を徴し、登録業者数の少ないものについては登録するよう指導

する。  

（エ）管網の整備に当たっては、配給水管台帳マッピングシステ

ムを活用し、老朽管整備のほか、市の道路・河川等の予算査

定状況を十分踏まえて予算要求するものとし、つくばエクス

プレス沿線土地区画整理地区内の整備及び未給水地区、下水

道未普及地区の解消に向けた拡張事業などの推進にも取り

組む。  

（オ）施設設備の更新・改善については、快適な生活環境のため

の下水道整備の推進を目指した予算とする。  

（カ）財源については、補助金、負担金等の確保に努める。なお、

その際には算出根拠を明らかにし、補助金の概算要求を踏ま

え計上する。  

（キ）流山市上下水道局における会計間の負担に関する事務取扱

要領は、内容について検討するものとし、令和４年度予算に

ついては、そのことを勘案したものを計上する。  

（ク）単年度での事業展開が困難なものについては、継続費や債

務負担行為を設定（議決事項）する必要があるので、その旨

予算要求見積書に明示する。また、設定済の継続費や債務負

担行為の変更については、設定年度に限り補正することがで

きるので、新たな事業費の追加については、別途債務負担行

為の設定等をする。  

（ケ）安易な繰越（事故繰越）、また安易な設計変更による予算流

用・予備費充当は極力避け、事業や積算を十分精査する。な

お、当初予算計上のない工事を行うことになった場合には、

補正予算で対応することとする。  

（コ）豪雨や竜巻、地震等による災害が国内各地で発生している

ことから、災害対策や救援にかかる費用について、必要に応

じて検討の上、要求する。  

（サ）つくばエクスプレス沿線整備事業の完了に伴う経費等につ

いては、適正に計上する。  



（シ）繰越工事等については、削減に努める。  

（ス）収入確保の観点から水洗化の向上に努める。  

キ  下水道事業の経営方針  

令和２年度末の普及率が対前年度比１．１２パーセント上昇し

９１．９２パーセントとなり、収益的収支全体では約２億６千９

百万円の黒字となったが、事業全体の資金は依然として非常に厳

しい状況である。  

経営安定化のため、引き続き国庫補助金等の収入を確保するこ

とと、一般会計からの繰入金を基準内満額受け取ること、併せて

経費節減を図ることが必要である。また、令和６年度末までに整

備の概成を目指していることから、今以上に効率的な事業運営を

推進していかなければならない状況にある。  


